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人材育成に係る沖縄振興審議会・専門委員会合
【人材の現状報告】

沖縄県ホテル旅館生活衛生同業組合

Okinawa Prefecture Hotel Ryokan life Sanitation Association

人材育成の現状と課題

Okinawa Prefecture Hotel Ryokan life Sanitation Association

※ 人の確保が出来ない中、人材育成へ向けての時間の確保が難しい（人手不足）
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Okinawa Prefecture Hotel Ryokan life Sanitation Association

人手不足の現状
2013 年 9 月 5日 

一般財団法人 南西地域産業活性化センター 
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沖縄県の最近の雇用情勢 

沖縄県の労働力調査によると、2013 年６月の完全失業率は 4.9％（原数値）で、前年

同月と比べて 1.7％ポイント改善し、1995 年６月の 4.9％以来 18 年ぶりに４％台に低下

した（図表１）。また、沖縄労働局の調査による 2013 年７月の有効求人倍率（季節調整

値）は 0.55 倍と４か月連続で 0.5 倍台で推移するなど、最近の県内の雇用情勢に改善の

動きがみられる。そこで以下、労働関連の統計指標により、過去の動向とも比較しなが

ら最近の雇用情勢を分析してみた。 

※ 労働力調査は全国や 10 地域単位の公表を前提にしているため、都道府県単位の調査票本数は少な

く、全国の結果に比べて統計誤差が比較的大きいことに留意する必要がある（都道府県単位で失業

率を月次で公表しているのは本県のほか一部の県のみである）。 

図表１ 沖縄県の完全失業率と有効求人倍率 
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（資料）沖縄労働局「職業安定業務月報」、沖縄県「労働力調査」

（本土復帰後の労働力人口、就業者数、完全失業率の推移） 

本土復帰後の本県の労働力人口は、若年人口や生産年齢人口（15～64 歳）の堅調な増加

に伴い 1972 年の 373 千人から 2012 年には 674 千人と 1.81 倍の増加となり、全国が 1998

年の 6,793 万人をピークに減少に転じた中で、循環的な増減はあるものの基調として足元

においても増加を続けている（図表２、３）。なお、全国の労働力人口が 98 年に減少に転

じたのは、働き手の大半を占める生産年齢人口がその３年前の 95 年の 8,726 万人をピーク

に減少に転じたことが影響している。 

一方、本県の就業者数は 72 年の 359 千人から 2012 年には 627 千人と 1.75 倍に増加して

いる。就業者数の推移をみると、バブルが崩壊した 1990 年代以降は伸びが鈍化しているが、

全国の就業者数が労働力人口の減少に伴い 90 年代後半以降、循環的な増減はあるものの基

1 

平成28 年11 月11 日 

沖縄振興開発金融公庫 

「沖縄県内主要ホテルの人手不足に関する調査」について 

沖縄振興開発金融公庫企画調査部は、標題について調査結果をとりまとめました。今後同報告書を発刊し、関係

機関への配布を予定しております。 

本調査は、客室数が概ね50室以上のホテルにアンケート調査を実施したもので、併せてヒアリングによる補足調

査を行いました（調査票発送先211社、回答企業100社。回答率47.4％）。 

  調査結果のポイント   

Ⅰ.人手不足の現状 （ 図表1～２ ）  

1.雇用形態別には正社員で約2割、パートアルバイトで3 割超が「大いに不足」。ホテルタイプ別では、ラ

グジュアリーホテルの不足感が強い。立地する地域別では、離島のホテルで正社員が大きく不足。 

2.不足している割合の高い部門は、宿泊部門の「フロント」「客室清掃」と、料飲部門の「調理スタッフ」

「サービススタッフ」の各部門。 

Ⅱ.人手不足による業務への影響、人手不足に対応する取組状況 （ 図表３ ～６ ）  

 1.9 割のホテルで「人手不足に伴う業務への支障」が出ており、2割強は「慢性的に業務に支障あり」と回

答。人手不足の影響として「スタッフの労働時間の長時間化」や「研修や人材育成ができない」ことが

「よくある」と回答したホテルが全体の4割。 

 2.人手不足のために実施している取組のうち、効果が高いと考えているのは「業務の機械化」「契約社員等

の正社員化」。 

3.今後ホテルが自ら取り組みたいこと(自由回答)は、「外国人労働者の積極採用」「職場内保育所の設置」「シ

フト見直しやヘルプ体制の強化による業務効率化」。 

4.人手不足に対する取組を積極的に進めているホテルでは「スタッフが働きやすい環境づくり」を重視。 

Ⅲ.ホテル業界で今後連携して取り組みたいこと、行政等への要望 （ 図表７ ～８ ）  

1.ホテル業界で連携して取り組みたいこと（自由回答）は「ホテル間の人事交流」「保育所の共同運用」「業

界での合同研修」。 

2.行政等への要望（自由回答）として多く挙がったのは、「外国人労働者受入のための法的整備(ビザ要件緩和)」

「ホテル業界のイメージ向上」「人件費への補助・助成」「ホテルスタッフ養成学校の創設」 

Ⅳ.まとめ  

 1.今回の調査で、人手不足に対応した取組で相応の成果が出ているホテルでは、「従業員満足度」を重視して

いる。離職に歯止めをかけ、求職者から選ばれるホテルになるために「従業員が働きやすい環境づくり」

は不可欠であり、そのためには、限られた人員で作業を効率的に行う仕組み作りとともに、待遇面の改善

（正社員への登用や給与水準の引上げ、福利厚生面の充実、公平な人事評価制度）等を積極的に進める必

要がある。なお、その取組に際しては、先ず経営者サイドが意識改革を行う必要があろう。 

2.しかしながら、他の様々な業種で既に人手不足の状況にあることや人口減少時代の到来を勘案すると、「従

業員満足度」の向上だけでは人手不足の抜本的な解決は困難である。ITの活用や機械化を進め、限られた

人員で効率的にオペレーションを行っていく体制整備も早急に取り組む必要がある。 

3.同時に、外国人労働者の活用に向けた法整備は喫緊の重要課題である。生産年齢人口が減少している現下、

外国人労働者の受入は避けて通れない課題であることから、早急の対策が求められる。沖縄県としても、

地元観光業界の切なる声を汲んで、国への働きかけを行う必要があろう。国家戦略特区を活用し、全国の

モデルケース事業として、先んじて外国人労働者の就労ビザ要件の緩和を行うことも一案である。 

 4.沖縄県では、好調な観光需要や那覇空港の第 2 滑走路整備等を背景に、ホテルの新設計画が各地で浮上し

ており、今後、ますます人手確保の競争激化が懸念される。県が目標として掲げている「世界水準の観光

リゾート地」の形成に向け、個々のホテル、ホテル業界、さらには行政も一体となって、ホテル人材の量・

質両方の確保・向上に鋭意取り組むことが不可欠である。 

記 者 発 表 

沖縄振興開発金融公庫 企画調査部 
[調査内容についての問い合わせ先] 
企画調査部 調査課 （ 伊東）  
沖縄県那覇市おもろまち1-2-26 
電話： 098-941-1725  FAX： 098-941-1920

平成28年10月
沖縄総合事務局財務部

最近の沖縄の経済動向等について

Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢

Ⅱ.沖縄管内における人手不足の現状及びその対応策について

全国財務局長会議（平成２８年１０月２５日開催）席上配付資料

←
平成28年11月11日
沖縄振興開発金融公庫
「沖縄県内主要ホテルの
人手不足に関する調査」

↑
平成28年10月
沖縄総合事務局財務部
最近の沖縄の経済動向等について
I.最近の沖縄管内の経済情勢
II.沖縄管内における人手不足の現状及びその

対応策について

←
2015年4月
「公庫レポート」
◇ 「人手不足の影響と
人材確保の取組」に関
する調査報告

↑
参議院事務局企画調整室
編集第二特別調査室 新井 賢治
沖縄県の労働市場の動向と課題
― 深刻な若年者の構造的失業と
人手不足 ― 

↑
2013 年 9 月 5 日
一般財団法人 南西地
域産業活性化センター
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←
2016/10/7  
帝国データバンク
特別企画：人手不足に対す
る沖縄県企業の動向

レポート一部抜粋

Okinawa Prefecture Hotel Ryokan life Sanitation Association

1.9 割のホテルで「人手不足に伴う業務への支障」が出ており、2 割強は「慢性的に業務に支障あり」と回答。

人手不足の影響として「スタッフの労働時間の長時間化」や「研修や人材育成ができない」ことが 「よくある」と回答したホテルが全体の 4 割。

（平成28年11月11日 沖縄振興開発金融公庫 「沖縄県内主要ホテルの人手不足に関する調査」 より）

「人手不足により職人の単価は高止ま りが続いており、会社として利益の確保が難しい状態」(建設)や「人材難による機会損失も含めて、売り上げが上昇する要素が少ない」(飲
食店)など、人手不足が売り上げや利益に悪影響を及ぼしているという声もあがった。

(2016年10月16日帝国データバン 特別企画：人手不足に対する沖縄県企業の動向より )

II.沖縄管内における人手不足の現状及びその対応策について
企業の声

○客室清掃の人手不足は深刻で、委託先においては高齢による退職者が多くなっており、人材の取り合いから人件費が高騰していると聞いている。 (中小企業・宿泊業)
○慢性的に人手不足感はあるが、特に調理師が足りず、募集をかけ続けているが、県内全体で不足しているためか、応募がない状況。 (中堅企業・宿泊業)
【自己都合退職で多くみられる退職理由】 
○実際働いてみるとイメージと違ったからという理由で、入社2~3年目の職員が退職するケースが多い。(中小企業・宿泊業)
【人手不足解消に向けた具体的な取組み】
○韓国事務所の現地職員を募集したところ、応募者が多かったため沖縄勤務を提案し、10人程度採用した。(中堅企業・宿泊業)
○入域観光客数の記録的な増加などを背景として、管内経済は着実に回復しており、観光関連の業種を中心に求人数が大幅に増加している。就業が進み、求職者数の減少から、

有効求人倍率が1.0倍以上に改善するなど、「就職難」から「人手不足」へと状況が変化している。

II.沖縄管内における人手不足の状況について ~より良い雇用条件を求め職を選別する求職者~ 

○求職者側の希望と求人側の需要が異なるミスマッチから、求人募集に応募がない状況が顕著となっている。
○完全失業率が低下するなか、世帯主の完全失業率は低いものの、配偶者以外の家族で失業率が高いことから、世帯主に生活を支えられ、切実に求職する必要がない家族が、

職を選別している姿がうかがわれる。
（平成28年10月 沖縄総合事務局財務部 最近の沖縄の経済動向等についてより）
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人材育成の為の今後の取組
１キッカケ作り

Okinawa Prefecture Hotel Ryokan life Sanitation Association

とは言うものの、全てにおいて他人任せの現状ではどうするか？

きっかけ

ホテルの仕事を知ってもらう

人材育成の為の今後の取組

Okinawa Prefecture Hotel Ryokan life Sanitation Association

きっかけ 交流

（交流）
ホテル組合の青年部の活動を通して講習会や講演会、交流を通してホテル同士の
つながりを作っております。

学ぶ

（学ぶ）
女性の化粧の講習や IT Iot Ict 等の先端技術の勉強会
Lcc （ローコストキャリア）等、現在の路線事情
接客対応などのスキルアップの講習（今後予定）等を通し、学びと交流を推進してゆく予定です。

（情報共有） 講師派遣など・・・・
OCVBや県の人材育成事業の告知などを行い、各企業の積極的な人事育成への情報発信を行って行きます。

情報共有

（講師派遣
など）
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沖縄の将来を担う
人材育成のために教育段階で期待すること

Okinawa Prefecture Hotel Ryokan life Sanitation Association

自ら考えて行動する人づくり

経営者になる目標を持った人材育成

周りに影響されず、信念と目標へ向けた計画を持つ人材

観光業界（ホテル業）では沖縄出身の経営者が激減しております。

全ての人が経営者になる必要はありませんが、経営を意識できればどの部署でも優秀な人材と
なり、将来を担う人財へとなると確信しております。
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